
 

 

第一五九回 

閣第三三号 

   児童手当法の一部を改正する法律案 

 児童手当法（昭和四十六年法律第七十三号）の一部を次のように改正する。 

 附則第七条の前の見出し中「三歳以上義務教育就学前」を「三歳以上小学校第三学年

修了前」に改め、同条第一項及び第四項並びに附則第八条第四項中「就学前特例給付支

給要件児童」を「小学校第三学年修了前特例給付支給要件児童」に、「六歳」を「九

歳」に、「三歳以上義務教育就学前」を「三歳以上小学校第三学年修了前」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成十六年四月一日から施行する。 

 （支給及び額の改定に関する経過措置） 

第二条 次の各号に掲げる者が、平成十六年九月三十日までの間に改正後の児童手当法

（以下「新法」という。）附則第七条第四項において準用する新法第七条第一項（新

法第十七条第一項において読み替えて適用する場合を含む。）の規定による認定の請

求をしたときは、その者に対する新法附則第七条第一項の給付の支給は、同条第四項

において準用する新法第八条第二項の規定にかかわらず、それぞれ当該各号に定める

月から始める。 

 一 平成十六年四月一日において現に新法附則第七条第一項の給付の支給要件に該当

している者であって、同日において、その者が養育する同項第一号イに規定する三

歳以上小学校第三学年修了前の児童（以下「三歳以上小学校第三学年修了前の児

童」という。）のすべてが、六歳に達する日以後の最初の三月三十一日を経過し、

九歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある児童（以下「小学校就学

後第三学年修了前の児童」という。）であるもの 平成十六年四月 

 二 平成十六年四月一日から同年九月三十日までの間に新法附則第七条第一項の給付

の支給要件に該当するに至った者であって、当該支給要件に該当するに至った日に

おいて、その者が養育する三歳以上小学校第三学年修了前の児童のすべてが小学校

就学後第三学年修了前の児童であるもの その者が同項の給付の支給要件に該当す

るに至った日の属する月の翌月 

２ 次の各号に掲げる者が、平成十六年九月三十日までの間に新法附則第七条第四項に

おいて準用する新法第九条第一項の規定による認定の請求をしたときは、その者に対

する新法附則第七条第一項の給付の額の改定は、同条第四項において準用する新法第

九条第一項の規定にかかわらず、それぞれ当該各号に定める月から行う。 

 一 平成十六年四月一日において現に小学校就学後第三学年修了前の児童を養育して

いることにより新法附則第七条第一項の給付の額が増額することとなるに至った者

 同月 



 

 

 二 平成十六年四月一日から同年九月三十日までの間に小学校就学後第三学年修了前

の児童を養育することとなったことにより新法附則第七条第一項の給付の額が増額

することとなるに至った者 当該小学校就学後第三学年修了前の児童を養育するこ

ととなった日の属する月の翌月 

第三条 前条の規定は、新法附則第八条第一項の給付に係る支給及び額の改定について

準用する。この場合において、前条第一項中「附則第七条第四項」とあるのは「附則

第八条第四項」と、「附則第七条第一項」とあるのは「附則第八条第一項」と、「同

項第一号イ」とあるのは「新法附則第七条第一項第一号イ」と、前条第二項中「附則

第七条第四項」とあるのは「附則第八条第四項」と、「附則第七条第一項」とあるの

は「附則第八条第一項」と読み替えるものとする。 



 

 

     理 由 

 我が国における急速な少子化の進行等を踏まえ、総合的な次世代育成支援対策を推進

するため、子育てを行う家庭の経済的負担の軽減等を図る観点から、三歳以上義務教育

就学前の児童に係る特例給付の支給期間を小学校第三学年修了前まで延長する必要があ

る。これが、この法律案を提出する理由である。 


